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令 和 ８ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ）  

（金融庁総合政策局総合政策課） 

項 目 名 
従業員持株会制度等を利用して取得した上場株式等の特定口座移管に
かかる所要の措置 

税 目 所得税 

要

望

の

内

容 

 
従業員持株会制度等を利用して取得した上場株式等について、振替の方法に

より持株会等口座から直接移管を行うことが可能な特定口座の範囲を、当該持
株会等口座が開設されている金融商品取引業者等と同一の金融グループに属す
る金融商品取引業者等に開設している特定口座に拡大すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 平年度の減収見込額 ―  百万円 

(制度自体の減収額) (  ―  百万円) 

(改 正 増 減 収 額 ) (  ―   百万円) 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

従業員持株会制度等を利用して取得した上場株式等の特定口座移管に関する
利便性を向上することを通じて、投資環境の更なる整備を図ること。 

 

⑵ 施策の必要性 

従業員持株会制度等を通じて取得した上場株式等を特定口座へ移管する場
合、取得価額等の適切な管理を担保する観点から、原則として持株会等口座に
係る事務を受託している金融商品取引業者等に開設された特定口座に限定して
移管できることとされているが、特例として一定の資本関係がある金融商品取
引業者等（※）の特定口座への移管も認められている。 

近年、金融グループの組織再編等が行われているが、その際、資本関係が変
更となる場合には、実質的な管理体制に変更がなくとも、形式上、上記特例に
よる移管が認められなくなるケースが生じるなど、利便性の低下が懸念され
る。 

※ 持株会等口座に係る事務を受託している金融商品取引業者等の発行済株式
の 50％以上を直接保有する親会社が発行済株式の 50％以上を直接保有す
る金融商品取引業者等 
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―

今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項

 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 
基本政策Ⅱ 利用者の保護と利用者利便の向上 
施策１ 利用者の利便の向上に適う金融商品・サービスの提供を
実現するための制度・環境整備と金融モニタリングの実施 
 

政 策 の 

達成目標 

 
 従業員持株会制度等を利用して取得した上場株式等につい
て、振替の方法により持株会等口座から直接移管を行うことが
可能な特定口座の範囲を、当該持株会等口座が開設されている
金融商品取引業者等と同一の金融グループに属する金融商品取
引業者等に開設している特定口座に拡大すること。 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
 恒久措置とする。 
 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
（「政策の達成目標」と同じ） 
 
 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
 ― 
 
 
 

有 

効 
性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み  

 
 金融グループの組織再編等により、従来の資本関係が維持さ
れなくなる事例においても、引き続き直接移管を行うことが可
能となり、投資家の利便性向上につながる。 
 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
要望の措置は、投資家の利便性向上に資するものであり、有

効である。 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の措置 

 
 ― 
 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
 ― 
 
 
 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
 ― 
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要望の措置 

の 妥 当 性 

 
 要望の措置は、投資家の利便性向上に資するものであり、妥
当である。 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
 ― 
 
 
 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
 ― 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
 ― 
 
 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
 ― 
 
 
 
 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
 ― 
 
 
 
 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
 ― 

 


